
西区自治協議会 会議概要（速報版） 

平成 28 年度 第 11 回会議 

開催日時 平成 29 年２月 27 日（月）午後３時から４時 45 分 

会  場 西区役所健康センター棟３階大会議室 

出 席 者 

委  員 

岩脇会長 下川副会長 渡辺(美弥子)副会長 寺瀬委員 小林(邦太郎)委員

髙島委員 長谷川委員 笠原委員 沢田委員 大谷(勇)委員 

大谷(一男)委員 浅妻委員 丹羽委員 永吉委員 庄山委員 冨岡委員 

塩川委員 郷委員 渡邊(正友)委員 鍋谷委員 坂井委員 佐野委員 

高木委員 広瀬委員 三富委員 青木委員 木村委員   計２７名 

［欠席：田村委員 村井委員 松井委員 中原委員 宗村委員 日野委員 

小林(満男)委員 城丸委員 尾崎委員］ 

事 務 局 等

眞島西区長、本多西区副区長兼総務課長、永井地域課長、渡部区民生活課長、

小関健康福祉課長、萩野保護課長、小栗農政商工課長、古俣建設課長、 

羽下西出張所長、浅間黒埼出張所、長谷川西区教育支援センター所長、 

阿部坂井輪地区公民館長 ほか５名 

説明課：教育総務課 ２名 

主な議事 

１ 部会の状況報告 

○資料１に基づき、各部会長が部会の審議状況について説明しました。 

＜次回日程について＞ 

【第１部会】3/8(水)13:30～ ［第５期の成果と課題について ほか] 

【第２部会】3/8(水)15:00～ ［第５期の成果と課題について ほか] 

【第３部会】3/10(金)15:00～［第５期の成果と課題について ほか] 

【ＰＴ１】 3/6(月)15:00～ ［第 21 号の校正、第 22 号の企画案 ほか] 

２ 水と土の芸術祭 2018 実行委員会設立総会の結果について 

○資料２に基づき、大谷一男委員が報告しました。 

３ 西区地域包括ケア推進モデルハウスについて 

○チラシに基づき、西区健康福祉課が報告しました。 

４ 市立幼稚園再編の方針案に対するパブリックコメントの実施について 

○資料３に基づき、教育総務課が説明しました。 

○委員から出された主な質問・意見は下記のとおりです。 

・市立幼稚園の教員は講師が半数を占めていると聞いている。正規採用を

増やすことで私立をリードできるような安定した教育研究ができると考

えるが、職員の実情はどのようになっているのか。 

⇒講師の数は全体の３分の１を超えない範囲での採用という法律の基準

内で運営できている。 

・幼保小の連携について具体的な内容を教えていただきたい。 

⇒新潟市において「教育ビジョン」で５年間の教育について定めている

が、就学前から義務教育終わりまで一貫した教育を行うため、教育委



員会と保育課で新潟市一貫教育推進協議会を組織し、現在すすめてい

る。公立私立関係なく新潟市内の幼稚園・保育園の子ども達が一定の

カリキュラムを受けて小学校に入学できるように取り組んでいる。 

・再編後の求められる役割に幼保小の連携があるなら、それぞれの区に市

立幼稚園が必要なのではないか。 

 ⇒全てなくすわけではなく，今後，個々の園をどうするかについては、

地域・保護者の声を聞きながら丁寧に進めていく。 

・共働きが増えている現状と預かり時間が短い市立幼稚園のニーズが合っ

ていない。子どもの保育ニーズを担保しつつ、しっかり幼稚園教育が受

けられる環境を作っていく必要があるのではないか。 

 ⇒幼稚園，保育園，認定こども園では，それぞれ入所要件が異なってお

り，幼稚園として一定のニーズがあると考えている。また、市立幼稚

園の教諭が、市の他の施設の幼児教育水準向上に寄与出来るよう，研

究のための時間や施設の確保が必要と考えている。 

・冊子資料 12 ページの市立幼稚園の H27 年度決算額の歳入から国庫補助

金が無くなっているのと，公費が 27 年度増えている理由は何か。 

⇒後日回答する。

＜教育総務課回答＞

平成 27 年度から子ども子育て支援新制度が始まったことに伴い、国

庫補助事業がなくなった。また、子ども子育て支援新制度の影響で、

授業料が従来の定額から保護者の所得に応じた額に変更になり歳入

が減ったため、公費（一般財源）からの持ち出しが多くなった。

５ その他 

＜次回日程について＞ 

○第 12 回西区自治協議会 

開催日程：平成 29 年３月 23 日（木）午後３時 

会  場：西区役所健康センター棟１階大会議室

傍聴者  ３名 


